


































































































































































































































































































































7 本判決の評釈としては、河津博史・銀行法務 21・612号 60真 (2002年)、河上正二・私法
判例リマークス 27号 6頁 (2003年)、飯田恭示・判タ 1125号 73頁 (2003年)、武)1幸嗣・



































































































はなく、 x と Z らとの問において、本件貯金債権を X に帰)~させる旨合意したとは






































13 本判決については、影浦直人・判タ 1036号 68頁 (2000年)、吉原省三・判タ 1065号 6頁

























14 最判昭和41年10丹4日民集 20巻8号 1565頁ほか多数。
15 東京地判平成6年 5丹16日金商 971号 31頁(預金の名義人からの死因贈与に係る債権
譲渡通知が金融機関に到達した翌日から年6分の遅延損害金を支払うべき旨を判示)、和歌





容)、広島地判平成 9年lOJH9白金商 1049号 27頁及び控訴審である広島高判平成10年


































16 磯村哲編 f注釈民法(12)債権(3 )債権の消滅j292-293、297頁〔申斐道太郎J(1970 
年)。
17 我妻栄『債権総論(民法講義N)J307頁(新訂版、 1964年)0



































































時 78巻 4号 115頁 (2006年)参照。なお、この議論の補足として、星野豊「いわゆる


























にY宅を訪れ、 Yと話合いをし、 XとYとの間に 2人の子がいることを理解した上
で、 Yとの結婚を決意した。
XとYとは、同年5月の連休に、一緒に旅行に行く予定だったが、 Yがキャンセ



























































































22 本判決についての評釈としては、石川博康.NBL799号 5頁 (2004年)、二宮周平・判タ
1180号 126頁 (2005年)、水野紀子・ジュリ臨増 1291号 78頁 (2005年)、村重慶一・戸籍時
報 587号 20頁 (2005{J三)、本山敦・法律のひろば 58巻5号 54頁 (2005年)、本山敦・月報
司法審士 398号 86頁 (2005年)、良永和隆・ハイローヤー 235号 71頁 (2005年)、若林晶
子・判タ臨増 1215号 126頁 (2006年)、吉田克己・民商 134巻3号 476頁 (2006年)、落合
福司・専修総合科学研究 14号 255頁 (2006年)、二宮周平-北大法学論集 57巻4号 209頁
(2006年)、1=1コ)1淳・戸籍時報 598号 45頁 (2006年)、千藤洋三・私法判例リマークス 32号
68頁 (2006年)、山下純司・家族法判例百選第7版 42頁 (2008年)があるほか、前述のと
おり、本判決後に X本人が開設したウェブサイト、 http://www.partner-maITiage.info/がある。
23 殻 ~I~IJ 1昭和44年10月31自民集 23巻10号 1894頁、最判昭和33年4月1自民集 12巻5号
789頁、!草生年金保険法3条2項など参照。
22 
|災被保険契約と「家紋j の偽造 (!il. ~tf)
でない、という議論が、ある程度自然に導かれる。
しかしながら、現行法では、夫婦といえども個人単位で法律関係を形成すること
が一応原知とされているし、夫婦が各々職や収入を有すること等により、常に同一
の行動をとらないことが珍しくなくなると、上記の①②③を以て夫婦としての生活
の本質的要素とすることはできなくなる。又、④についても、現行法における基本
的な考え方としては、夫婦関係は対等な当事者間の合意に基づく関係であって、そ
の解消も両者の合意に基づいて可能で、あることが原則とされているのに対し、親子
関係は自然的事実的血縁関係を基礎とする解消不可能な関係とされている以上、親
子関係の中核的要素である子の養育の履践形態を以て夫婦関係の本質的要素と考え
ることも、理論的には困難であるヘ
他方、 Xの慰謝料請求を否定した本判決の結論のみに着目し、本件でのXには破
綻に基づく「損害」がないため、本判決の結論は妥当である、とする議論も、異論
の生ずる余地があることが否定できない。確かに、本件でのXは、 Yとの問で経済
的な相互依存関係を築いておらず、又、完全な別居を原則としていた以上、突発的
な関係の解消に基づく経済的な負担が生じたわけではなく、日常の行動に著しい変
化が生じるわけでは必ずしもない。さらに、本件判旨によれば、関係継続に対する
Xの期待について婚姻と同様の保護が与えられないとされる以上、破綻自体に基づ
く精神的損害の存在も否定されることになる。
しかしながら、その場合でも、従来から存続していた関係における秩序(本件で
は認定されていないが、例えば重要事項について当事者間で協議することなど)が
一方的に破壊されたことを、関係自体の存続が損害賠償を以て保障されることとは
別次元の利益として、評価する可能性はないのだろうか。すなわち、従来の議論に
基づく夫婦関係存続の利益の判断要素となるべき事実関係を挙げてみると、①当該
夫婦関係の形成過程と存続してきた期間、②当該夫婦関係の具体的内容、特に夫婦
としての協同行動と相互依存関係の有無ないし程度、③当該夫婦関係における第三
者の関与、特に夫婦問における子の存在ないしその養育状況、などが挙げられる
24 これは、離婚後も子に対する扶養義務が各々個別に継続することを考えれば明らかであ
る。なお、本件では、 XY聞においてXが扶養の義務を免れる旨が合意されており、この合
意に対する抵抗感が評釈等で示されることが多いが、夫婦の一方が、子の養育負担を負わ
ない旨を夫婦問で合意することは、子の養育利抵の確保という観点からは明らかに問題を
含むものといえても、夫婦問で経済的社会的負担を調整するための手段として捉えた場合
には、必ずしも不合理なものとは断言できないように思われる。
23 
筑波法政第47号 (2009)
が、これらは要するに、前述した「夫婦としての実体的生活関係jを基礎づける事
実とほぼ合致していると言うことができる。そうすると、これも前述したとおり、
現実における夫婦の生活関係が多様化してくると、かかる原因事実を以て「夫婦関
係の存続の利益」を客観的に基礎づけることができるか否かについては、かなり微
妙な議論が必要となってくるヘ
J2l、上のとおり、本件における fパートナー婚Jを他人と個人との「自由な合意Jに
基づく関係、と前提する限り、その一方的な解消に関して慰謝料請求が認められな
い、とすることには、大なり小なり理論的な困難がつきまとうことが否定できない。
そうであるとすれば、本判決の結論を妥当で、あるとするためには、夫婦が個人と留人
との合意を中核とする関係である、との大前提自体から離れ、夫婦の「集団26Jとし
ての性格を正面から認める必要が出てくるのではなかろうかD
前述のとおり、本件はいわゆる「パートナー婚」の解消に際しての慰謝料請求の
可否が問題とされた事案であるから、医療保険契約等の法的関係が直接問題となっ
ているわけではない。また、理論的に厳密に各要素を分析した場合についてはとも
かく、上記のような「パートナー婚」に対して宜感的な違和感が生ずることは、相
当程度ありうるものと思われる。しかしながら、ここで、なぜ本件のような「パー
トナー婚」に対して直感的な違和感が生ずるかについて考えると、この「パート
ナー婚Jは、要するに、婚姻関係の当事者の双方が、個人主義を徹底させようと
し、「家族」としての 「集団性Jを完全に排除しようとした結果として生じたもの
と考えることができ、そこが、伝統的な「家族」概念と比べた場合における、@:感
的な違和感の原因であるものと考えられる270
そうすると、本稿の目的である医療保険契約関係と「家族」の関係については、
25 このような考え方を進めれば、「別れたことそれ自体Jに関して慰謝料請求が認められる
か否かと、「別れ方」に関して慰謝料請求が認められるか否かとを、別次元の問題として捉
えることは、必ずしも不司能でないように思われる。実際、別れるに際して暴力を振るっ
たような事例や、所持l誌を盗取したような事例を想定すれば、両者の区別は明らかであろ
う。第二審がXの慰謝料請求を一部認容したことは、以上のような考え方に基づくとすれ
ば必ずしも不自然な判断とは言えず、従来の判例と矛盾するものでもないと考えられる。
26 ここでいう「集団jとは、構成員個人の協同と互譲により成立している複数人の集合体
を意味しており、構成員の個々の意思と離れた行動原理を有することを本質とする f団体」
とは、厳密に区別されるべきである。また、団体性のある「家Jとは異なる、個人の集合
体としての「家族jの本質的要素がどのようなものであるかについては、その社会的文化
的基盤の点を含め、改めて議論する必要があることは言うまでもない。
27 この結論に至Ijる分析については、前掲、星野豊「いわゆる「パートナー婚解消訴訟jに
ついて(1)(2.完)J筑波法政 39号 40号参照。
24 
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ある意味で、大変皮肉な現象が生ずることとなる。すなわち、このような多くの者に
とって「直感的な違和感のあるJr家族J形態は、要するに f家族j関係を個人単
位で分解した結果として生じているものであるから、 i司じく個人単位を前提とする
保険契約上の問題解決との関係では、実は理論的整合の度合いにおいて、最-も無理
が少ないということを、認めざるを得ないからであるお。
4. 医療保険契約と f家族jの構造
これまで議論してきたことからすると、個人単位を理論上の基礎とする保険契約
関係と、伝統的に集団性を有し、しかして近時に到って個人単位の関係へと分解す
る傾向が見られる「家族jとの相互関係を考えようとするに際しては、法理論上の
整合性に限定して議論を進めようとした場合と、現実的妥当性や直感的自然性まで
視野を広げた場合とで、明らかな違和感、少なくとも不整合!惑を引き起こすこと
が、容易に想像されるところである O このような違和感ないし不整合!惑の原因は、
要するに、保険契約関係が、理論上の前提として f個人j単位の契約当事者を前提
しているにもかかわらず、対する f家族Jは多分に集団的性格を有していることと
の間の論理的不整合に基づくもの、と考えられる O
実際、「家族」を構成する儲々人は、「家族j構成員相互間の愛情と信頼関係を絶
対的に前提としているわけであり、相互の信頼関係が崩れ、あるいは利害が対立す
る状況は、必ずしも念頭に置かれていない可能性が高い。他方、契約関係を法的観
点から分析検討する場合には、個人としての契約当事者間の利害が常に対-立し、信
頼関係を前提として契約関係が締結されているにもかかわらず、相互の信頼関係が
消失した状況についての議論が構築されているわけであり、両局面で議論の内容が
噛合わないことは、ある意味当然であると考えられる O
そうすると、今後における医療保険契約関係と「家族jの構造との関係を考える
に際しては、果たしてどのような次元でどのような f家族j概念を前提としたうえ
で、保険契約関係を構築すべきか、という点を、現在以上に柔軟に考慮することが
28 但し、ここでいう保険契約関係と「家族jとの「理論的整合jとは、例えば前記(1)
で摘示したような保険契約者本人と「家族j、及び保険者との問における法律上の問題点が
発生する可能性が小さい、という意味であり、医療保険契約関係がかかる「家族」の存在
と社会的に「整合jしている、という意味ではないことに厳に注意されたい。
25 
筑波法政第47号 (2009)
不可欠となる。本稿で検討したとおり、保険契約関係は、個々の当事者に対して生
じうる不測の事態に起因する突発的な損害を、社会全体において緩和することを本
来の目的とするものであり、その運営に際しては、実質的に他の契約当事者という
第三者への影響が避けられないから、一般的な契約関係以上に、経済的合理性及び
社会的妥当性が追求されてしかるべきである口
従って、より経済合理的かつ社会的に妥当な保険契約関係の運営のため、特に
「家族Jの存在を前提とする医療保険契約関係にあっては、伝統的な「契約Jとし
ての観点から離れ、社会実体としての「家族集団jを前提として、当事者の属性や
保険関係上の 1)スク等を把握していく必要性を再認識すべきであるとともに、多様
化の一途をたどる「家族」の存在に対して柔軟な契約条項を設定することを検討す
ることが、必要かつ有益であると思われるO
(完)
(人文社会科学研究科准教授)
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